
市
長
専
決
処
分
の
報
告
と
承

認
は
市
税
、
都
市
計
画
税
の
一

部
条
例
改
正
、
平
成
21
年
度
一

般
会
計
補
正
予
算
、
地
域
審
議

会
条
例
、
職
員
の
勤
務
時
間
、

休
暇
等
に
関
す
る
条
例
、
職
員

の
育
児
休
業
に
関
す
る
条
例
、

職
員
の
行
為
の
制
限
の
特
例
に

関
す
る
条
例
、
市
税
条
例
の
一

部
改
正
な
ど
８
議
案
が
付
託
さ

れ
、
す
べ
て
全
会
一
致
で
承
認

可
決
さ
れ
ま
し
た
。

地
域
審
議
会
条
例
は
審
議
委

員
を
市
長
が
任
命
し
て
い
ま
し

た
が
、
委
嘱
に
改
め
、
任
期
と

設
置
期
間
を
合
わ
せ
る
た
め
に

任
期
末
日
を
年
度
末
に
変
更
す

る
も
の
で
す
。

３
月
定
例
会
で
付
託
さ
れ
た

公
契
約
に
係
る
事
業
の
質
の
確

保
及
び
当
該
事
業
に
従
事
す
る

労
働
者
の
雇
用
の
安
定
と
適
正

な
賃
金
、
労
働
条
件
の
確
保
を

図
る
た
め
「
公
契
約
条
例
」
の

制
定
に
向
け
た
検
討
を
求
め
る

請
願
な
ど
２
つ
の
請
願
は
継
続

審
査
に
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、

趣
旨
に
賛
同
し
、
と
も
に
趣
旨

採
択
と
な
り
ま
し
た
。

専
決
処
分
の
報
告
と
承
認

国
民
健
康
保
険
一
部
改
正
で

は
、
離
職
者
の
国
保
税
に
対
し

て
の
軽
減
を
１
０
０
分
の
30
に

し
、
不
足
分
を
国
が
負
担
す
べ

き
と
の
質
疑
に
対
し
、
補
正
予

算
等
で
国
が
負
担
す
べ
き
と
要

望
し
て
い
き
た
い
と
の
答
弁
が

あ
り
、
全
会
一
致
で
承
認
さ
れ

ま
し
た
。

総
合
病
院
事
業
会
計
補
正
予

算
で
は
、「
患
者
数
の
減
少
が
補

正
の
主
な
内
容
だ
が
、
原
因
は
」

「
常
勤
医
師
の
増
加
が
、
経
営
に

結
び
つ
か
な
い
。
管
理
部
門
に

問
題
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
」

な
ど
の
質
疑
に
対
し
、「
内
科
入

院
患
者
数
等
の
減
と
在
院
日
数

の
減
少
に
よ
る
も
の
で
す
」「
医

師
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

を
図
り
事
務
環
境
整
備
に
努
め

て
い
ま
す
」
と
の
答
弁
が
あ
り
、

全
会
一
致
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

条
例
の
一
部
改
正

渋
川
市
国
民
健
康
保
険
税
条

例
の
一
部
改
正
で
は
、
上
限
の

引
き
上
げ
が
主
だ
が
、
ど
の
く

ら
い
プ
ラ
ス
に
な
る
の
か
の
質

疑
に
、
１
０
０
０
万
円
か
ら
１

５
０
０
万
円
が
推
定
さ
れ
る
旨

の
答
弁
が
あ
り
、
多
数
決
で
可

決
さ
れ
ま
し
た
。

温
泉
ス
タ
ン
ド
条
例
の
一
部

改
正
で
は
、
利
益
が
上
が
っ
て

い
る
の
に
指
定
管
理
者
に
移
行

す
る
必
要
は
あ
る
の
か
、
と
の

質
疑
に
対
し
て
、
温
泉
施
設
と

併
せ
、
指
定
管
理
へ
の
総
合
的

な
移
行
を
進
め
た
い
旨
の
答
弁

が
あ
り
、
全
会
一
致
で
可
決
さ

れ
ま
し
た
。

市
長
専
決
処
分
の
報
告
と
承

認
に
つ
い
て
は
、
平
成
21
年
度

渋
川
市
下
水
道
事
業
特
別
会
計

補
正
予
算
及
び
平
成
21
年
度
渋

川
市
水
道
事
業
会
計
補
正
予
算

の
２
議
案
が
報
告
さ
れ
原
案
ど

お
り
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

市
道
の
廃
止
及
び
市
道
の
認

定
に
つ
い
て
は
、
道
路
台
帳
統

合
に
よ
る
路
線
の
見
直
し
に
伴

い
廃
止
及
び
認
定
す
る
も
の
で

あ
り
原
案
ど
お
り
全
会
一
致
で

可
決
さ
れ
ま
し
た
。
渋
川
市
汚

水
処
理
施
設
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
及
び
渋
川
市
水
道

事
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
に
つ

い
て
は
、
４
水
道
事
業
と
２
簡

易
水
道
事
業
を
統
合
す
る
た
め

の
改
正
で
あ
り
、
と
も
に
原
案

ど
お
り
全
会
一
致
で
可
決
さ
れ

ま
し
た
。

総
務
企
画

市
民
経
済

建
設
水
道

教
育
福
祉

常
任
委
員
会
の
審
査

常
任
委
員
会
の
審
査

本
会
議
か
ら
付
託
さ
れ
た
議
案
の
審
査
の
主
な
内
容

は
次
の
と
お
り
で
す
。

渋
川
市
水
道
事
業
供
給
条
例

等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
に

つ
い
て
は
、
水
道
事
業
を
統
一

す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
問
題
点

や
メ
リ
ッ
ト
そ
し
て
見
直
し
後

の
シ
ス
テ
ム
改
善
を
含
め
た
対

応
や
委
託
業
者
の
選
定
等
に
つ

い
て
質
疑
さ
れ
ま
し
た
が
、
原

案
ど
お
り
全
会
一
致
で
可
決
さ

れ
ま
し
た
。

今
回
の
定
例
会
で
、
教
育
福

祉
常
任
委
員
会
に
付
託
さ
れ
た

議
案
な
ど
は
、
あ
り
ま
せ
ん
で

し
た
。
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市
議
会
で
は
、
自
ら
の
機
能

を
議
会
全
般
に
わ
た
っ
て
独
自

の
見
直
し
を
行
う
た
め
に
、
議

会
改
革
委
員
会
を
平
成
21
年
６

月
に
設
置
し
ま
し
た
。
委
員
会

で
は
、
市
議
会
の
活
動
の
活
性

化
及
び
市
民
に
開
か
れ
た
議
会

の
在
り
方
に
つ
い
て
協
議
ま
た

は
調
整
を
行
う
場
と
し
て
、
検

討
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

委
員
会
の
設
置
以
前
か
ら
も

議
会
改
革
へ
の
取
り
組
み
は
検

討
さ
れ
て
お
り
、
平
成
21
年
３

月
に
、
議
会
運
営
委
員
会
で
、

議
会
改
革
に
向
け
た
議
員
研
修

会
と
先
進
地
視
察
を
計
画
し
ま

し
た
。
平
成
21
年
４
月
17
日
に

は
全
国
町
村
議
会
議
長
会
の
岡

本
光
雄
先
生
を
講
師
に
招
き
議

員
研
修
会
を
開
催
、
４
月
21
日

渋
川
市
は
平
成
の
大
合
併
の

な
か
で
６
市
町
村
に
よ
り
合
併
、

平
成
18
年
２
月
20
日
に
誕
生
し

ま
し
た
。
合
併
当
初
１
年
間
の

市
議
会
議
員
数
は
、
特
例
法
に

よ
り
91
人
、
平
成
19
年
２
月
20

日
か
ら
法
定
上
限
定
数
の
30
人

と
な
り
現
在
に
至
っ
て
い
ま
す
。

に
は
、
先
進
地
で
あ
る
北
海
道

白
老
町
の
行
政
視
察
を
行
い
ま

し
た
。

委
員
会
で
は
平
成
21
年
６
月

に
第
１
回
目
の
会
議
を
開
催
、

以
後
、
今
年
６
月
23
日
ま
で
に

計
８
回
の
会
議
を
開
催
し
ま
し

た
。
主
な
内
容
は
、
群
馬
県
内

12
市
の
議
員
定
数
、
報
酬
、
政

務
調
査
費
な
ど
を
参
考
に
協
議

し
、
６
月
７
日
に
は
議
員
定
数

な
ど
を
関
東
と
山
梨
県
内
の
人

口
５
〜
10
万
人
未
満
の
市
の
状

況
を
調
査
し
、
参
考
と
し
て
検

討
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

ま
た
、
６
月
21
日
に
は
渋
川

地
区
の
自
治
会
連
合
会
か
ら
行

財
政
改
革
の
一
環
と
し
て
、
議

会
議
員
定
数
の
削
減
に
関
す
る

要
望
書
が
議
長
あ
て
に
提
出
さ

れ
ま
し
た
。

渋
川
市
議
会
で
は
、
平
成
21
年
３
月
か
ら
議
会
改
革
の
取
り
組
み
を
検
討
し
、
議
員

定
数
等
の
諸
課
題
を
、
改
正
に
向
け
９
月
の
市
議
会
定
例
会
を
目
途
に
進
め
て
い
る

と
こ
ろ
で
す
。

議
会
改
革
委
員
会
報
告

定
数
見
直
し
を
９
月
目
途
に

議会改革委員会

議会改革委員会所管事項（４項目）

１ 議員定数、議員報酬及び政務調査
費に関する事項

２　議員政策研究に関する事項
３ 市民に開かれた議会の在り方に関
する事項

４ その他委員長が必要と認める事項

渋川市議会改革委員会要綱
（目的）
第１条　この要綱は、渋川市議会の活動の活性化及び市民に開
かれた議会の在り方について、協議又は調整を行うための議
会改革委員会の必要な事項を定めることを目的とする。

（委員会の構成）
第２条　委員会は渋川市議会の会派等から選出された、正副議
長を除く10人以内の議員で構成する。
２　正副議長は、委員外議員として委員会に出席する。
（委員の任期）
第３条　委員の任期は、議員の任期とする。
２　補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
（委員長及び副委員長）
第４条　委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選
によってこれを定める。
２　委員長は会務を総理し、委員長に事故あるときは副委員長
がこれに当たる。
（委員会の所管事項）
第５条　委員会の所管事項は、次のとおりとする。
（１）議員定数、議員報酬及び政務調査費に関する事項
（２）議員政策研究に関する事項
（３）市民に開かれた議会の在り方に関する事項
（４）その他委員長が必要と認める事項
（委員会の庶務）
第６条　委員会の庶務は、渋川市議会事務局において処理する。
（当局説明員）
第７条　委員会の当局説明員として、原則として副市長、総務
部長、企画部長、行政課長、企画課長に出席要求をすることが
できる。ただし、必要がある場合はその都度出席要求者の変更
ができる。
（決定事項の処理）
第８条　委員会で決定した事項は、議会運営委員会に通知し、
必要がある場合は、議会運営委員会の公式見解として決定する
よう申し入れる。
（招集）
第９条　委員長は、必要の都度委員会を招集する。
（補則）
第10条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は委員会で
定める。
附則

１　この要綱は、平成21年10月６日から施行する。


